
【 総 括 】

Ⅰ 予 算 ５件 ・平成２７年度奈良県一般会計補正予算（第５号）

・平成２７年度公立大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会計補正予算（第３号）

・平成２７年度奈良県流域下水道事業費特別会計補正予算（第１号）

・平成２７年度奈良県公債管理特別会計補正予算（第１号）

・平成２７年度地方独立行政法人奈良県立病院機構関係経費特別会計補正予算（第１号）

Ⅱ 契約等 １０件 ・奈良県防災行政通信ネットワーク再整備事業にかかる請負契約の締結について

・道路整備事業にかかる請負契約の変更について

・地すべり激甚災害対策特別緊急事業にかかる請負契約の変更について

・平城宮跡歴史公園用地の取得の変更について

・権利の放棄について

・権利の放棄について

・権利の放棄について

・権利の放棄について

・権利の放棄について

・関西広域連合規約の一部変更に関する協議について

Ⅲ 報 告 ２件 ・地方自治法第１７９条第１項の規定による専決処分の報告について

平成２７年度奈良県営競輪事業費特別会計補正予算（第１号）

・地方自治法第１８０条第１項の規定による専決処分の報告について

義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例の一部
を改正する条例

行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整理に関する条例

奈良県手数料条例の一部を改正する条例（平成２７年１２月２５日専決）

奈良県手数料条例の一部を改正する条例（平成２８年２月５日専決）

介護保険法の改正に伴う関係条例の整理に関する条例

警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条例の一部を改正する条例

県営住宅家賃の滞納者等に対する住宅明渡等請求申立てに関する訴訟事件に
ついて

合 計 １７件

２月定例県議会追加提出議案の概要
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【 概 要 】

Ⅰ 予 算
１ 平成27年度奈良県一般会計補正予算案（第５号） 13,075,398千円

【総括表】

増額補正・減額補正の内訳
（単位：千円）

増 額 補 正 18,802,700

減 額 補 正 △ 5,727,302

財 源 内 訳
（単位：千円）

分担金及び負担金 2,540

特 国 庫 支 出 金 490,622

定 寄 附 金 170,000

財 繰 入 金 600,913

源 諸 収 入 231,304

県 債 △ 662,400

一 般 財 源 12,242,419

一般財源の内訳
（単位：千円）

県 税 5,250,000

個 人 県 民 税 650,000

法 人 県 民 税 540,000

配 当 割 県 民 税 △ 1,200,000

株式等譲渡所得割県民税 960,000

法 人 事 業 税 570,000

地 方 消 費 税 3,230,000

不 動 産 取 得 税 250,000

自 動 車 税 250,000

地方消費税清算金 5,550,000

地 方 譲 与 税 420,000

地 方 交 付 税 1,022,419

予 算 の 規 模
（単位：千円）

補 正 後 予 算 総 額 517,113,409

当 初 予 算 比 9.7％増

前 年 度 同 期 比 2.1％増
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奈良県一般会計補正予算（第５号）の事業概要

（注）
１ 事業名欄には、当該事業の実施主体について、以下の区分により記載しています。

県実施･･････････････････県が直接行う事業です。
市町村実施、民間実施、公立大学法人実施、地方独立行政法人実施

･･････････････････市町村や民間団体等が行う事業であり、県の予算は市町村や民間団体等
に対する負担金・補助金です。

２ 事業内容欄に記載している負担区分は、実施主体の事業費に対する標準的な負担区分です。

３ 以下の基金を活用した事業については、事業名欄に下記の基金略称を記載しています。
基金略称 基金名

［環境保全］ ･････････環境保全基金
［医療耐震化］ ･････････医療施設耐震化促進基金
［地域・経済活性化］ ･････････地域・経済活性化基金
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増額補正

担 当 部 局
事 業 名 事 業 内 容 金 額

・課 室 名

地域医療介護総合確保基 地域における医療及び介護の総合的な確保を促進す 千円

金積立金 るための基金の積み増し 146,238 健 康 福 祉 部

県実施 負担区分 国2/3・県1/3 長 寿 社 会 課

○新国民健康保険財政安定 平成30年度から実施される新たな国民健康保険制度

化基金積立金 における国民健康保険の財政の安定化を図るための 220,400 健 康 福 祉 部

基金の造成 保 険 指 導 課

県実施 負担区分 国10/10

生活保護費 被保護人員の増による 140,000 健 康 福 祉 部

県実施 負担区分 国3/4・県1/4 地 域 福 祉 課

障害者自立支援給付事業 居宅介護等利用者数の増による

負担区分 206,000 健 康 福 祉 部

市町村・民間実施 利用者負担分を除き国1/2・県1/4・市町村1/4 障 害 福 祉 課

障害児通所給付事業 利用児童の増による

負担区分 123,000 健 康 福 祉 部

市町村・民間実施 利用者負担分を除き国1/2・県1/4・市町村1/4 障 害 福 祉 課

児童養護施設等児童保護 保護単価の増による

措置費 負担区分 保護者負担分を除き国1/2・県1/2 138,000 こども・女性局

民間実施 こ ど も 家 庭 課

奈良県立病院機構運営費 新病院開設に向け増員した臨時的な本部事務局人件

交付金 費を運営費交付金に追加することに伴う増額 203,943 医 療 政 策 部

○26分103,244、○27分100,699 病院マネジメント課

地方独立行政法人実施 負担区分 県10/10

ふるさと応援基金積立金 ふるさと応援寄附金の増に伴う基金への積立て 170,000 総 務 部

県実施 負担区分 県（寄附金）10/10 税 務 課

ふるさと応援寄付金推進 県外からの寄附金の増に伴う贈呈品の増

事業 負担区分 県10/10 2,000 総 務 部

県実施 税 務 課

地方消費税清算金 地方消費税の増収に伴う他の都道府県への清算金の 3,100,000 総 務 部

県実施 増 税 務 課

県税交付金 地方消費税の増収に伴う市町村交付金の増

2,790,000

株式等譲渡所得割県民税の増収に伴う市町村交付金

の増 580,000 2,650,000 総 務 部

配当割県民税の減収に伴う市町村交付金の減 税 務 課

△720,000

県実施 負担区分 県10/10

国庫返還金 事業実施期間満了等に伴う基金残余の国庫返還金 健 康 福 祉 部

介護基盤緊急整備等支援基金 230,762 長 寿 社 会 課

介護職員処遇改善等支援基金 542 医 療 政 策 部

医療施設耐震化促進基金 491,168 1,803,119 地域医療連携課

緊急雇用創出事業臨時特例基金 876,796 産業・雇用振興部

国の復興関連予算で造成した基金の不用残額の国庫 雇 用 労 政 課

への返還 農 林 部

県実施 森林整備加速化・林業再生基金 203,851 奈良の木ブランド課
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担 当 部 局
事 業 名 事 業 内 容 金 額

・課 室 名

地域振興基金積立金 「奈良モデル」や市町村との協働によるまちづくり 千円
を推進するための基金への積立て 1,000,000 地 域 振 興 部

県実施 負担区分 県10/10 市 町 村 振 興 課

地域・経済活性化基金積 県政の主要プロジェクトや本県独自の地方創生を推
立金 進するための基金への積立て 5,500,000 総 務 部

県実施 負担区分 県10/10 財 政 課

県債管理基金積立金 公債費（利子）、退職手当の不用に伴う基金への積
立て 3,400,000 総 務 部

県実施 負担区分 県10/10 財 政 課

合 計 18,802,700

減額補正

担 当 部 局
事 業 名 事 業 内 容 金 額

・課 室 名

知事及び県議会議員選挙 立候補者が見込みより減となったこと等による 千円
執行費 執行経費 △67,000 △ 67,000 地 域 振 興 部

県実施 負担区分 県10/10 市 町 村 振 興 課

再生可能エネルギー等導 事業実施箇所の減等による
入推進事業［環境保全］ 負担区分 国（基金）10/10、 △ 464,550 地 域 振 興 部

市町村等実施 国（基金）1/3･実施主体2/3 エネルギー政策課

国民健康保険財政調整交 基準財政需要額の確定による
付金 負担区分 国41％・県９％・保険料50％ △ 217,000 健 康 福 祉 部

市町村実施 保 険 指 導 課

医療施設耐震化促進事業 工期の遅延に伴う県立医科大学附属病院Ｅ病棟の整
［医療耐震化］ 備に対する補助の減額 △ 428,752 医 療 政 策 部

公立大学法人実施 負担区分 国（基金）1/2・実施主体1/2 地域医療連携課

精神障害者医療費助成事 助成対象事業の一部について、実施市町村が見込み
業 より減となったことによる △ 267,000 医 療 政 策 部

市町村実施 負担区分 県1/2・市町村1/2 保 健 予 防 課

農業研究開発センター整 入札不調により工程を変更したことによる 農 林 部
備事業 負担区分 県10/10 なら食と農の魅力
［一部地域・経済活性化］ △ 740,000 創造国際大学校・

農業研究開発セン
県実施 ター開設準備室

退職手当 退職者見込みの減による 総 務 部
知 事 部 局 △125,000 人 事 課
警 察 本 部 △298,000 △ 1,843,000 警 察 本 部
教育委員会 △1,420,000 教 育 委 員 会

負担区分 県10/10 企 画 管 理 室
県実施 教 職 員 課

県税還付金 法人事業税等にかかる還付金の減 △ 100,000 総 務 部
県実施 負担区分 県10/10 税 務 課

公債費 県債借入利率の低下等による利子の不用 △ 1,600,000 総 務 部
県実施 負担区分 県10/10 財 政 課

合 計 △ 5,727,302
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【繰越明許費補正】

新 規

担 当 部 局
事 業 名 金 額 繰 越 理 由

・課 室 名

千円
旧桜井総合庁舎管理事業 6,788 事業主体（市町村）の遅れによる 総 務 部

管 財 課

再生可能エネルギー等導入推 25,489 事業主体（県水道局）の遅れによる 地 域 振 興 部
進事業 エネルギー政策課

奈良県外国人観光客交流館整 97,000 工法検討等に不測の日時を要したことによる 観 光 局
備事業 観光プロモーション課

県立障害福祉施設建替整備事 10,760 境界確定に不測の日時を要したことによる 健 康 福 祉 部
業 障 害 福 祉 課

老人福祉施設整備事業 263,000 事業主体（民間事業者）の遅れによる 健 康 福 祉 部
長 寿 社 会 課

地域密着型サービス施設等整 120,068 同 上 健 康 福 祉 部
備促進事業 長 寿 社 会 課

安心子育て支援対策事業 187,244 同 上 こども・女性局
子 育 て 支 援 課

放課後児童クラブ施設整備費 8,142 事業主体（市町村）の遅れによる こども・女性局
補助 子 育 て 支 援 課

土地改良事業
県営ほ場整備事業 900 地元調整等に不測の日時を要したことによる
基幹水利施設ストックマネ 16,000 同 上
ジメント事業 農 林 部
県営農地環境整備事業 59,100 同 上 農 村 振 興 課
水田の多面的機能回復整備 4,000 同 上
事業
農地有効活用促進事業 22,500 事業主体（市町村）の遅れによる

農道整備事業
一般農道整備事業 18,370 地元調整等に不測の日時を要したことによる 農 林 部

農 村 振 興 課

農地防災事業
県営農業用河川工作物応急 38,000 工法検討等に不測の日時を要したことによる 農 林 部
対策事業 農 村 振 興 課
ため池防災対策調査計画事 10,050 事業主体（市町村）の遅れによる
業

建築物木造木質化推進事業 3,849 事業主体（民間事業者）の遅れによる 農 林 部
奈良の木ブランド課

林道整備事業 79,423 事業主体（市町村）の遅れによる 農 林 部
森 林 整 備 課

道路維持修繕事業 61,000 地元調整等に不測の日時を要したことによる 県土マネジメント部
道 路 管 理 課

道路橋りよう整備事業
単独道路改良事業 432,000 同 上 県土マネジメント部
受託道路改良事業 62,000 工法検討等に不測の日時を要したことによる 道 路 建 設 課
単独橋りよう補修事業 9,000 同 上 道 路 環 境 課
奈良中心市街地の交通対策 31,000 同 上 道 路 管 理 課
事業
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担 当 部 局
事 業 名 金 額 繰 越 理 由

・課 室 名

交通安全施設整備事業 千円
交通安全施設整備事業 641,000 地元調整等に不測の日時を要したことによる 県土マネジメント部
単独交通安全施設整備事業 23,000 同 上 道 路 環 境 課

鉄道駅バリアフリー整備事業 38,000 事業主体（民間事業者）の遅れによる 県土マネジメント部
地 域 交 通 課

河川改良事業
単独河川改良事業 449,000 地元調整等に不測の日時を要したことによる 県土マネジメント部
水辺の遊歩道整備事業 23,000 同 上 河 川 課

新宮川水系堆積土砂処分推進 76,000 工法検討等に不測の日時を要したことによる 県土マネジメント部
事業 河 川 課

砂防維持修繕事業 7,000 同 上 県土マネジメント部
砂防・災害対策課

砂防事業 県土マネジメント部
単独砂防事業 93,000 同 上 砂防・災害対策課

ダム建設事業 県土マネジメント部
ダム堰堤改良事業 82,000 同 上 河 川 課

街路事業
街路改良事業 456,000 地元調整等に不測の日時を要したことによる まちづくり推進局
単独街路改良事業 74,000 同 上 地域デザイン推進課

（仮称）奈良インターチェン 114,000 同 上 まちづくり推進局
ジ周辺整備事業 地域デザイン推進課

土地区画整理事業 まちづくり推進局
土地区画整理事業 82,000 事業主体（土地区画整理組合）の遅れによる 地域デザイン推進課

都市公園整備事業 まちづくり推進局
都市公園整備事業 84,500 工法検討等に不測の日時を要したことによる 公 園 緑 地 課

奈良公園施設魅力向上事業 423,467 関係機関との調整等に不測の日時を要したこ まちづくり推進局
とによる 奈 良 公 園 室

奈良公園整備事業 115,840 同 上 まちづくり推進局
奈 良 公 園 室

飛鳥・藤原地域魅力向上事業 38,555 同 上 まちづくり推進局
平 城 宮 跡 事 業
推 進 室

県営住宅建替事業 78,270 地元調整等に不測の日時を要したことによる まちづくり推進局
住 宅 課

県営住宅ストック総合改善事 30,172 同 上 まちづくり推進局
業 住 宅 課

県立高校芝生化推進事業 145,738 工法検討等に不測の日時を要したことによる 教 育 委 員 会
保 健 体 育 課

文化財保存事業補助 6,160 事業主体（民間事業者）の遅れによる 教 育 委 員 会
文 化 財 保 存 課

重要文化財等修理受託事業 154,000 工法検討等に不測の日時を要したことによる 教 育 委 員 会
文化財保存事務所

県立大学整備事業 193,700 同 上 地 域 振 興 部
教 育 振 興 課
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担 当 部 局
事 業 名 金 額 繰 越 理 由

・課 室 名

千円
林道災害復旧事業 64,686 事業主体（市町村）の遅れによる 農 林 部

森 林 整 備 課

公共土木施設災害復旧事業 1,172,189 工法検討等に不測の日時を要したことによる 県土マネジメント部
砂防・災害対策課

繰越明許費 計（新規） 6,230,960
（４８件）

変 更

担 当 部 局
事 業 名 補 正 前 補 正 後 繰 越 理 由

・課 室 名

千円 千円
農業研究開発センター整備事 179,046 1,899,104 工法検討等に不測の日時 農 林 部
業 を要したことによる なら食と農の魅力

創造国際大学校・
農業研究開発セン
ター開設準備室

土地改良事業
水田機能活用水利施設整備 70,614 82,374 地元調整等に不測の日時 農 林 部
事業 を要したことによる 農 村 振 興 課

農地防災事業
県営ため池整備事業 57,383 86,883 工法検討等に不測の日時 農 林 部

を要したことによる 農 村 振 興 課

治山事業 136,900 323,160 地元調整等に不測の日時 農 林 部
を要したことによる 森 林 整 備 課

道路橋りよう整備事業
道路改良事業 3,197,900 6,748,900 地元調整等に不測の日時 県土マネジメント部

を要したことによる 道 路 建 設 課
道 路 管 理 課

河川改良事業
河川改良事業 48,300 1,429,300 工法検討等に不測の日時 県土マネジメント部

を要したことによる 河 川 課

砂防事業
砂防事業 249,900 1,982,900 同 上 県土マネジメント部

砂防・災害対策課

平城宮跡の利活用推進事業 492,887 1,047,204 地元調整等に不測の日時 まちづくり推進局
を要したことによる 平 城 宮 跡 事 業

推 進 室

繰越明許費 計（変更） 4,432,930 13,599,825
（８件）
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２ 平成27年度公立大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会計
補正予算案（第３号） △4,250,000千円

財 源 内 訳
（単位：千円）

県 債 △ 4,250,000

【事業概要】

担 当 部 局
事 業 名 事 業 内 容 金 額

・課 室 名

千円

県立医科大学附属病院整 工期の遅延に伴う県立医科大学附属病院Ｅ病棟の整 △ 4,250,000 医 療 政 策 部

備事業 備に対する貸付けの減額 病院マネジメント課

公立大学法人実施 負担区分 県10/10

３ 平成27年度奈良県流域下水道事業費特別会計補正予算案（第１号）

【繰越明許費補正】

新 規

担 当 部 局
事 業 名 金 額 繰 越 理 由

・課 室 名

千円

補助流域下水道事業 1,112,000 工法検討等に不測の日時を要したことによる 県土マネジメント部

下 水 道 課
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４ 平成27年度奈良県公債管理特別会計補正予算案（第１号）
△ 1,600,000千円

財 源 内 訳
（単位：千円）

一 般 会 計 繰 入 金 △ 1,600,000

【事業概要】

担 当 部 局
事 業 名 事 業 内 容 金 額

・課 室 名

千円

公債費 県債借入利率の低下等による利子の不用 △ 1,600,000 総 務 部

財 政 課

５ 平成27年度地方独立行政法人奈良県立病院機構関係経費特別会計
補正予算案（第１号） 203,943千円

財 源 内 訳
（単位：千円）

一 般 会 計 繰 入 金 203,943

【事業概要】

担 当 部 局
事 業 名 事 業 内 容 金 額

・課 室 名

奈良県立病院機構運営費 新病院開設に向け増員した臨時的な本部事務局人件 千円

交付金 費を運営費交付金に追加することに伴う増額 203,943 医 療 政 策 部

○26分103,244、○27分100,699 病院マネジメント課

地方独立行政法人実施 負担区分 県10/10
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Ⅱ 契約等

１ 奈良県防災行政通信ネットワーク再整備事業にかかる請負契約の締結について

工 事 名 奈良県防災行政通信ネットワーク再整備工事

工 事 場 所 奈良市登大路町 他

工 事 期 間 契約締結の日から平成２９年３月２７日まで

契 約 金 額 3,584,550,564円

大阪市北区梅田３丁目４番５号
契約の相手方 日本無線株式会社 関西支社

支社長 長谷川 努

２ 道路整備事業にかかる請負契約の変更について

一般国道309号丹生バイパス社会資本整備総合交付金事業（道路改良）工事
請負契約名 鹿島・三和特定建設工事共同企業体

代表者 鹿島建設株式会社 奈良営業所

工 事 期 間 契約締結の日から平成２８年３月２８日まで
変 更 前

契 約 金 額 1,812,166,290円

工 事 期 間 契約締結の日から平成２８年３月２８日まで
変 更 後

契 約 金 額 1,916,987,040円

３ 地すべり激甚災害対策特別緊急事業にかかる請負契約の変更について

折立地区 地すべり激甚災害対策特別緊急事業工事
請負契約名 戸田・檜尾特定建設工事共同企業体

代表者 戸田建設株式会社 奈良営業所

工 事 期 間 契約締結の日から平成２８年３月２８日まで
変 更 前

契 約 金 額 1,506,259,650円

工 事 期 間 契約締結の日から平成２８年３月２８日まで
変 更 後

契 約 金 額 1,563,282,030円

４ 平城宮跡歴史公園用地の取得の変更について

財産の所在地 奈良市二条大路南四丁目100番12

大和郡山市満願寺町60番１
取得の相手方

奈良県土地開発公社

財産の表示 土 地 31,025.78㎡
変 更 前

取 得 金 額 4,252,368,000円

財産の表示 土 地 31,025.78㎡
変 更 後

取 得 金 額 4,001,912,279円
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５ 権利の放棄について

債権の種類 県立病院使用料
債 権 数 ２件
債 権 額 34,520円

６ 権利の放棄について

債権の種類 工事請負契約解除に伴う違約金等
債 権 数 ２件
債 権 額 3,352,300円

７ 権利の放棄について

債権の種類 中小企業近代化資金貸付金、小売商業高度化資金貸付金
債 権 数 ２件
債 権 額 2,816,000円

８ 権利の放棄について

債権の種類 市場使用料
債 権 数 ３件
債 権 額 3,372,284円

９ 権利の放棄について

債権の種類 農業改良資金貸付金
債 権 数 ４件
債 権 額 4,361,600円

10 関西広域連合規約の一部変更に関する協議について

地方自治法第２９１条の３第１項の規定により、関西広域連合規約を変更することについて、
同法第２９１条の１１の規定により議会の議決を求めるものである。

Ⅲ 報 告

１ 地方自治法第１７９条第１項の規定による専決処分の報告について

・平成２７年度奈良県営競輪事業費特別会計補正予算（第１号）
車券発売金の増加に伴う車券払戻金等の増額

平成２８年２月２３日専決

２ 地方自治法第１８０条第１項の規定による専決処分の報告について

・義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例の一部を改正する条例
地方公務員法の改正に伴い、条文の整備を行うための所要の改正

平成２８年２月５日専決

・行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整理に関する条例
行政不服審査法の改正に伴い、関係条例の整理をするための所要の改正

平成２８年２月５日専決
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・奈良県手数料条例の一部を改正する条例
地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する

法律の施行による採石法及び砂利採取法の改正に伴い、条文の整備を行うための所要の改正
平成２７年１２月２５日専決

・奈良県手数料条例の一部を改正する条例
職業能力開発促進法施行令の改正に伴い、条文の整備を行うための所要の改正

平成２８年２月５日専決

・介護保険法の改正に伴う関係条例の整理に関する条例
介護保険法の改正に伴い、関係条例の整理をするための所要の改正

平成２８年２月５日専決

・警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条例の一部を改正する条例
奈良市の区域内の町の区域及びその名称を変更したことに伴い、警察署の管轄区域につい

て所要の改正
平成２８年２月２日専決

・県営住宅家賃の滞納者等に対する住宅明渡等請求申立てに関する訴訟事件について
（ 申立件数 ８件 ）


